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2. 地球規模水循環部会報告 
 

2-1. 背景 

世界各地で水不足，洪水被害の増大，水質汚染な

どの水問題が発生しており，これらに起因する食料

難，伝染病の発生など，その影響は開発途上国にお

いてますます拡大している．この原因には，水循環

の変動性が大きいという自然要因に加えて，急激な

人口増加による農業用水需要の増大や，都市開発，

産業発展などの社会的要因が挙げられる．さらに，

地球温暖化に代表される気候変動によって，これら

の問題が一層深刻なものになることが懸念されてい

る． 

我が国はアジアモンスーンによる降水帯の東縁に

位置しており，アジア諸国とともにこの世界最大ス

ケールの水循環システムの大きな変動の影響を強く

受ける．また，我が国はアジア諸国と同様に造山帯

での土地・水利用形態に関連する諸問題や，巨大都

市における水需給や水質の問題など，アジア諸国と

共有できる社会的，技術的課題も多い．したがって，

アジアモンスーンの変動性を理解し予測精度を向上

し，水不足，水害，水環境の社会的，技術的な課題

の解決方策を当該諸国と協力して確立することは，

我が国の水管理において重要であるだけでなく，世

界人口の約６割を擁するアジア域の水問題の解決，

ひいては社会の安定，経済の発展に不可欠である． 

 

2-2. ニーズと現状 

2-2-1. 水循環の変動性 

水循環は，季節および年々の変動が大きいことが

特徴である．これまでの水管理は，対象とする流域

の長期にわたる水文資料を収集し，この変動性を定

常確率過程と仮定し，何年に１度の発生確率という

安全度を設定して基本計画としてきた．また対象と

する流域およびその近傍の観測データを用いて管理

されてきた．しかしながら，水循環の変動性には，

離れた場所でしかも異なる季節に生じている事象が

関連しており，大気，陸域，海洋の相互作用の中で，

それらの事象が相互に関連しながら様々な時空間ス

ケールの変動性を作り出していると考えられるよう

になってきた．しかも，そのスケールは地域を越え，

地球規模にも及ぶことがある．したがって，従来の

手法ではこれら水循環の変動性を踏まえた水管理を

行うことは困難である．また，地球温暖化が水循環

変動に及ぼす長期的影響も重要で，降水の定常確率

過程に基づく水管理計画の根幹を揺るがしている．

地球温暖化が水循環変動に与える影響を理解し，定

量的に評価するにあたっても，水循環の自然変動と

それへの人間活動の作用のメカニズムを理解するこ

とが不可欠である． 

 

2-2-2. 水不足問題は21世紀の世界共通の課題 

水資源利用秩序は，本来それぞれの地域の気候や

風土の中で，長年をかけて形成されてきたものであ

るが，人口増による食料確保のために新たに農地を

開墾し，その結果水需要が増加し，同時に土地被覆

の改変によって保水力が低下している．さらに産業

や生活様式の変革による水需要増も相まって，水利

用の秩序が大きく変化し，水資源の利用システムは

脆弱になっている．この中で，水循環の大きな変動

が生起したとき，危機状況に陥る可能性が増大して

いる．河川水に加え地下水への依存度も高まり，地

下水位の低下や地盤沈下，塩害の発生が世界各地で

報告されている．これらの背景により，すでに水を

巡る国際紛争が各地で発生しており，水問題は21世

紀最大の地球規模での環境問題となることが世界的

にも指摘されている．我が国では人口減少が推計さ

れているものの，我が国へ輸入される食料の生産国

での水資源問題や国際安全保障上の問題の観点から，

これは看過できない課題である． 

 

2-2-3. 水・土砂災害の脅威 

都市化や森林伐採など土地利用の変化が洪水流量

を増大させ，また人口増による氾濫原での居住域の

拡大が洪水被害を増大させている．このような水災

害に加え，土砂災害も頻発しており，資産被害だけ

でなく人的被害が依然として大きい要因となってい

る．一方これらの被害をもたらす極端事象に対して, 

途上国においては観測すら行われていないのが実態

であり，我が国においても予警報，災害防御・管理

システムは完全とはいえず，極端事象の発生のたび

に甚大な被害が生じている．さらにはこれら極端事

象の強度，頻度，偏在化の変化も指摘されており，

水・土砂災害のリスクマネジメントはますます難し

くなってきている． 

 

2-2-4. 水質汚濁と生態系への影響 

人口増と産業発展に対して，上水道や下水道など

の設備や排水規制などの社会制度の整備が追いつか

ない途上国を中心に，水質汚濁による公衆衛生上の

問題が深刻化している．途上国では病気の約80%は，

浄水，公衆衛生対策の不備が原因であり，水に関わ

る病気で多くの子供が亡くなっている．生態系に対

しては，水利用形態に加えて土地利用変化による水

量・水質変化が影響しており，生物活動の場の変化

を引き起こす土砂輸送などの影響評価も重要である．

また，それは絶対量のみならず，変動性も重要な要

因である．なお，河川表流水の低下に伴う河川の断

流等が生物の移動に与える影響についても評価を行

う必要がある． 

 

2-2-5.  わが国の科学，技術，国際リーダシップの

優位性 

地球規模，地域的，局所的な水循環変動観測には，

地上における観測ネットワーク，人工衛星，船舶を

用いた観測，GIS(地理情報システム)データ収集体制
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の強化が必要である．とりわけ，これらの複合的で

多機関にわたる水循環情報を統合的に利用して水循

環観測システムを構築するには，多量で多様なデー

タの取り扱いが問題となる．多量で多様なデータを

多機関から収集し，アーカイブし，統合化して有効

に利用するには，最新の情報通信技術（IT）分野に

おけるデータベースおよびネットワーク技術の導入

が不可欠で，そのための研究・技術開発体制を確立

しなければならない． 

 

2-3. 今後10年で取り組む方向性と目標 

人類の持続的な可能性と福祉を確保するためには，

水災害の防御，望ましい水利用と配分，水環境の保

全を実現する持続可能で望ましい水管理手法を開発

することが求められている．そこで，様々なスケー

ルで生じる水循環変動が人間活動に与える影響と，

人間活動が様々なスケールの水循環系に与える影響

とを評価して，その情報を危機管理，資源管理にお

ける政策決定に反映させることを目的として，地球

規模水循環観測を実施し，そのデータシステムを構

築することが必要である．このシステムの構築は国

際協力の下に進め，得られる情報を国際的に共有で

きる体制を築くことが肝要である．その実現に向け

た基本的な考え方を以下に示す． 

 

2-3-1. 包括的で一貫した研究・技術開発・定常運用

体制を構築 

観測に基づく水循環の実態の把握・変動メカニズ

ムの解明・モデル並びに予測技術の開発から，食料

増産や都市開発に伴う水利用・土地利用・災害リス

ク・水環境変化の実態の把握と将来予測・影響評価・

対策シナリオ策定・技術開発まで，一貫した共同研

究，技術開発，定常運用体制を構築し，その中核的

役割として地球規模水循環に関する情報基盤技術を

確立すべきである． 

これにより，自然変動と社会的要因による変動の

実態を明らかにし，それを包括的に記述するモデル

を開発することによって予測能力を高め，社会的利

益に資する水情報の創出が可能となる．また，全地

球的・地域的変動性と，流域・局所的変動性を組み

合わせた研究，技術開発，定常運用体制により，広

域変動が比較的ローカルな領域の水循環・水資源変

動に与える影響を，また逆にローカルな影響が広域

変動に与える影響を，双方向的に取り組むことが可

能となる． 

このような研究，技術開発，定常運用体制は一機

関でカバーすることはできないし，また一国で閉じ

る内容ではない．したがって，国内関連機関を連携

して取り組む体制づくりが重要であり，これを国際

協力の下に進めることが不可欠である．これは，水

問題に対する従来の個別の取り組みを，総合的，統

合的な体制に転換するブレークスルーとなる． 

 

2-3-2. 地球規模水循環変動の包括的で持続的な統

合観測戦略が必要 

水循環変動は，局所的であると同時に地球規模で

あり，短期変動と長期変動を有しており，様々な時

空間スケールの諸現象が相互に関連して生じる．し

たがって，大気－陸域－海洋の水循環に関わる諸量

を総合的に，局地的観測と地球規模の観測を統合化

して，長期に継続して観測する体制の確立が必要で

ある． 

そこで国際協力の下に，水循環要素を総合的に計

測する高度集中観測拠点（スーパーサイト）を地域

代表性の高い所に設置し，水文・気象の現業観測と

経済性に優れた多点観測とを組み合わせて地上観測

ネットワークを構築する．また観測データのオンラ

イン収集と品質管理体制を強化する．同時に衛星に

よる地球規模水循環観測を継続，発展させる．地上

観測は地域に密着した水文・気象情報の提供ととも

に衛星観測の検証機能を有し，衛星観測は包括的で

広域の水循環情報提供の機能を有する．このように

地上観測と衛星観測とを組み合わせて運用する戦略

が必要である． 

スーパーサイトの設置には，わが国がアジア，特

に東アジア，東南アジア各国と進めてきた国際共同

研究，共同事業の経験，実績を踏まえ，これを強化

する戦略が妥当である．また解析的研究やモデル研

究から重要と考えられる地点の新規設置も視野に置

く．ここでは，多パラメータレーダやウィンドプロ

ファイラ，差分吸収ライダー等の地上リモートセン

サやフラックス観測システム，土壌水分の多深度測

定システム等を統合的に運用して，高度な観測シス

テムを構築する． 

気象の現業観測は，観測の標準化，データ収集，

品質管理，統一フォーマット化，アーカイブ，公開

方法などが国際的枠組みの下に合意され，実行され

ているが，河川（水位，流量，水質）や地下水（水

位，水質）等，水文の現業観測データの国際的な共

有化は達成されていない．この調整にいたずらに時

間と労力を割くのではなく，先ずは短期間プロジェ

クト等を通してデータ共有化のメリットを共体験し，

その上でさらに理想的なデータ収集・品質管理・ア

ーカイブに関する国際協力体制の構築へと進むこと

が肝要である．また，レーダやウィンドプロファイ

ラ観測，GPS 可降水量測定，土壌水分観測などを加

えた高度な現業観測の拠点を国際協力の下にアジア

域に展開する長期的な戦略をもつことが望ましい． 

経済性に優れた多点観測およびデータ収集のため

には，多数のセンサやカメラ・照明，信号処理・制

御回路，計算・サーバ機能，通信機能を有する小型

計測装置をネットワーク化し，個別のセンサの能力

を超えた精度の情報を収集する超分散モニタリング

システムを開発し，国際協力の下でスーパーサイト

および主要な現業観測地点周辺に展開する． 

衛星による地球規模水循環観測のためには，大気，

陸域，海洋の水循環要素を包括的に観測するシステ

ムを国際協力の下に構築することが必要である．わ
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が国はこれまでの研究開発実績の強みを活かし，降

水レーダ，マイクロ波放射計，合成開口レーダ，可

視・赤外イマージャ等を高度化して，地上観測ネッ

トワークデータによる検証を通して観測精度を向上

に務める．また，河川水位や地下水位などの衛星観

測手法の開発研究も推進する必要がある． 

 

2-3-3. データ統融合化による高度で有用な水情報

を創出 

多様で多量なデータを，メタデータの作成やフォ

ーマットの統一化を通してデータベース化し，統合

的に利用するとともに，数値モデルとの結合性を高

め，時空間的な観測空白域を埋めることが可能なデ

ータ同化手法を開発し，観測データの流通性，公開

性，利便性の向上と高度化を目的とするデータ統融

合化システムの開発が必要である． 

また防災や水利用，環境保全等，多様なニーズに

対応するため，水量と水質データを統合的に用いて，

社会的に有用で詳細な情報への翻訳するシステムを

開発し，その出力を国際的に共有するシステムを開

発することが肝要である．このためには自然科学的

データと社会・経済的データとの結合が不可欠で，

両者の質の違いを超えて結合を可能にする地球規模

の空間情報基盤の整備を急ぐ必要がある．また，得

られる有用で高度な情報を国際的に共有する情報シ

ステムの整備により，データ提供者はもとより広く

国際社会に貢献できる情報を発信することが可能と

なる． 

データ統融合化システム，データから情報への翻

訳するシステム，情報の国際的共有システムを開発，

運用する。国際社会に貢献するためには，これらに

責任を持って長期に実行する地球規模水循環データ

統融合化センターの設立が必要である． 

 

2-3-4. 国際協力と人材育成を強化 

局所的観測と地球規模観測を組み合わせた包括的

で持続的な地球規模水循環観測システムおよびその

データシステムを構築するには，関係各国の教育・

研究コミュニティ，水文／気象現業観測機関との有

機的で建設的な連携が不可欠である． 

スーパーサイトと水文・気象の現業観測，経済性

に優れた多点観測とを組み合わせて地上観測ネット

ワークの設置，運用や，データ統融合化システム等

の開発は，水循環，水資源に関わる関係国の研究者

や高度観測技術者の育成に貢献するところが大きい．

同時に，観測研究者や専任的観測研究マネージャの

育成が難しいとされるわが国の教育，研究の問題点

をも補うものである． 

そこで，関連する国際的なプロジェクトを整合的

に進めうる推進戦略をもつ必要がある．またこれら

の活動を支援するため，国内外の研究者や観測技術

者の観測技術力を育成するとともに，国際プロジェ

クトを管理し推進する能力の向上を目指す研修プロ

グラムの開発，提供が必要である． 

地球規模水循環観測の実施およびデータシステム

の構築に当たっては，観測機材やデータアーカイブ

資源の整備が不可欠ではあるが，国政的調整，観測

のマネージメント，データ収集と品質管理，データ

統合化，データから情報への翻訳のための研究・技

術開発・定常運用のために相応の人的資源が必要と

なることから，人的資源の重点的な投入が最も重要

であることに留意しなければならない． 

 

2-4. 今後10年間程度の取り組みの重点事項 

2-4-1. 地球規模水循環観測およびデータシステム

の企画・運営・評価の推進組織の設置 

地球規模水循環変動に関わる観測システム，デー

タ統合，モデリング，社会的影響評価，対策評価の

有識者を含めた府省横断的な推進組織を設置して，

国際的な協力を視野において，地球規模水循環観測

の実施およびデータシステムの構築を企画し，その

実施・達成状況を評価しながら，運営の方向性を定

める． 

 

2-4-2. 地球規模水循環統合観測システムの構築 
(1)アジア・オーストラリアモンスーン域，ユーラシ

ア高緯度および高山域の水循環変動の実態把握と，

予測向上に向けた機構解明を目的とした包括的な地

上観測ネットワークを構築． 

・アジア地域レーダー・アメダスネットワークを構

築． 

・アジア域水循環スーパーサイトネットワークを構

築． 

・アジア域における水文・気象現業観測データ（地

上レーダ，GPS 観測を含む）共有に関する連携強

化と拠点的に観測の一層の高度化を推進． 

・アジア域での高層気象観測を再構築． 

・アジア域の降水・水蒸気の同位体比の高頻度観測

を推進． 

・アジア域での系統的な気象・水文の毎時自動観測

と植生調査を推進． 

・経済性に優れた多点観測システムの開発し，アジ

ア域水循環スーパーサイトや現業観測高度化拠点

を中心に展開． 

 

(2)地球規模水循環衛星観測ミッションの推進 

・広域の水循環変動の把握とそのメカニズムの解明，

気候監視解説，季節予報モデルの検証，気候数値

解析における陸面同化の精度向上を目的とした，

降水，土壌水分，積雪，水蒸気，雲の全球規模観

測ミッションを継続的，発展的に実施． 

・降水レーダ，マイクロ波放射計，合成開口レーダ，

可視 

・赤外イマージャ等の開発研究を推進． 

・国際協力の下で衛星による包括的で継続的な地球

規模水循環観測を推進． 

 

(3)地球規模水循環観測のデータセンター機能の提
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供 

地球規模水循環観測におけるわが国の観測，研究，

調整能力や国際的なリーダシップ，地域特性におけ

る強みに鑑みて，独自性を発揮しつつも，地球規模

水循環観測データの公開，流通，統一的利用を促進

のための国際的責任を担える分野，階層において，

以下の二つのデータセンター機能を確立し，国際的

な連携及び府省連携のもと，効果的，効率的に研究，

開発，サービス提供を行う．  

 

○集中型データ統融合センター 

データ提供機関の独自性を確保しつつ，非均質情

報源からの超大容量で多様な地球観測データの統融

合を効果的に行い，新たな情報価値の創生とその国

際的共有を目的として，集中的なデータ統融合セン

ターを設立し，データ GRID，WEB サービス等を介し

た国際的な機関協力を目指す． 

 

○分散型データ統合センター 

非均質情報源からの多様なデータを，ユーザがネ

ットワークを用いて手軽に，しかも統合的に利用で

きる分散型データ統合センターとしての機能を開発

し，サービスを提供する． 

 

(4)水循環データから河川・水管理に有用な情報への

翻訳と水循環変動の影響把握システムの開発 

 衛星データの水管理指標への翻訳システムの確立

に向けた技術開発の推進し，既往の水管理システム，

流出モデル，降雨予測モデル，水質モデルと結合す

る． 

 

(5)全球データ同化による全球長期再解析の実施 

長期再解析の高度化（陸面過程、降水過程）なら

びに一定期間毎の長期再解析の再実行する． 

 

(6)アジア域でのメソスケールデータ同化手法の開

発 

メソスケールのデータ同化手法の開発による観測

データの高度利用・現象の理解と予測の向上を目指

す． 

 

(7)観測技術力育成，国際プロジェクト管理・推進能

力育成の研修センターの設立 

国内外の研究者や観測技術者の観測技術力を育成

するとともに，国際プロジェクトを管理し推進する

能力の向上を目指す国際研修センターを設立し，人

材育成，能力開発を推進する． 

 

2-5. 留意事項 

2-5-1. 国際協力 

全データを１ヵ国で管理することは困難であり，

同時に科学的な視点からも国際政治的な視点からも，

独占的にデータ収集機能を高めるのではなく，複数

の国，地域が協力して，地域や対象を相互に分担し

て担当し，より総合的なシステムを階層的に構築し

ていくことが望ましい． 

 

2-5-2. 現業機関と研究グループの協力関係の構築 

データが現業機関と研究観測から提供され，また

データシステムが IT 分野の先端的な研究開発事項

であるとともに現業的な長期運用が必要なことを考

慮して，研究グループ，技術開発グループ，現業機

関による協力体制を築くことが，持続的発展が可能

な地球規模水循環観測システムの基本的戦略である． 

 

2-5-3. 我が国の持つ技術や地域特性における強み

を生かし，我が国の独自性を確保する 

総合科学技術会議では，水循環変動が人間社会に

及ぼす影響を回避あるいは最小化するとともに，持

続可能な発展を目指した水資源管理手法を確立する

ための科学的知見・技術的基盤を提供することを目

標として，2001年に地球規模水循環変動研究イニシ

ャティブを立ち上げた．その中で全球水循環観測プ

ログラムを策定し，国内関連機関が協力して，観測・

モニタリング体制の充実とデータベースの整備を推

進している． 

我が国は統合地球水循環強化観測期間

(Coordinated Enhanced Observing Period, CEOP)

プロジェクトを国際的に提案し，米国，ドイツをは

じめとする世界各国と協力して地上強化観測データ，

衛星観測データ，数値気象予報モデル出力を統合化

することによって地球規模水循環データセットを作

成し，それを用いて水循環のプロセスの理解と予測

研究，モンスーンシステムのモデル開発研究，地球

規模の広域予測情報を流域規模にダウンスケーリン

グする研究を国際的にリードしている．この国際ネ

ットワークを継続，発展させることによって，包括

的で持続的な地球規模水循環観測の実施およびデー

タシステムの構築を目指すべきである． 

我が国は，世界初の衛星搭載降雨レーダを開発し

て，1997年に「TRMM」を日米共同で打ち上げ，現在

も運用を継続しており，さらに米国，欧州と協力し

て全球降水観測(GPM)ミッション計画を推進してい

る．また2002年には地球規模水循環観測に有用な２

機の改良型マイクロ波放射計（AMSR-E，AMSR）をそ

れぞれNASAの衛星Aquaと我が国の衛星「みどり２」

で打ち上げており，前者は現在も運用中である．1992

年にわが国の衛星「ふよう１」で打ち上げられた L

バンド合成開口レーダは土壌水分観測に有用である

ことが確かめられ，2005年にはさらに高度化された

PALSARを搭載した「ALOS(陸域観測衛星)」が打ち上

げられる予定である．このような衛星による地球規

模水循環観測におけるわが国の国際貢献，国際リー

ダシップとして一層推進すべきである． 

わが国が中心となって国際協力の下に地球地図プ

ロジェクトが推進されている．現在，18カ国の交通

網，境界，水系，人口集中地区，標高，植生，土地

利用，土地被覆の 8 項目のデジタル地理情報が公開
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されているが，この整備体制を強化し，一層の高度

化と時系列的変化を追える形態へと発展させる必要

がある． 

2003年 9月のヨハネスブルクサミット，2003年 3

月第３回世界水フォーラム京都会議を受けて，洪水

問題についての国際的な連携の必要性が確認され，

この一環として，わが国が主体的な役割を担う取り

組みとして国際洪水ネットワーク（IFNET）がスター

トしている．ここでは洪水情報の共有のほか，水文

情報の少ない国，地域を対象として，衛星を活用し

た洪水警報システムの構築などが進められている．

さらに 2005 年秋に独立行政法人土木研究所内に設

置予定のユネスコ水災害・リスクマネジメント国際

センター（仮称）にて，世界の洪水・土砂災害に関

する気象・水文データ，被害，その背景となる土地

利用などの社会経済データ，危機管理体制と対応の

実態， 事後対策などのデータベースを整備する予定

であり，国連機関の地域センターとしての役割を踏

まえ，水災害情報収集，発信の国際的リーダシップ

を担うべきである． 

農水省ならびに農水関連研究機関が主導して，ア

ジア各国や国際研究機関の参加の下，2004年に国際

コンソーシアム「国際水田・水環境ネットワーク

（INWEPF）」」を設立することとなっている．この

INWEPFは農業用水分野が抱える問題を解決するため，

モンスーンアジア地域を主なターゲットとして，研

究分野，政策行動分野，国際協力分野の連携と情報

交換を強化し，適切かつ迅速な対応ができる仕組み

の構築を目指しており，わが国は当組織の設立・運

営に対する国際的リーダシップを一層発揮するべき

である． 

気象庁は，1979年から現在までの全球大気および

積雪・土壌水分など陸面の状態を再現し，高品質か

つ高精度な 3 次元データセットを作成する「長期再

解析プロジェクト」を，財団法人電力中央研究所と

共同して推進している．特にアジアモンスーン・台

風などアジア地域に特徴的な現象を精度良く表現し

たデータセットの作成は世界で初めてのことである．

今後も，定常的な観測網の維持と観測データの蓄積

に努める一方，気象モデルおよびデータ同化技術に

より時間的空間的な観測空白域を推定するシステム

の開発・高度化が重要である． 
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2-6. 課題分析表 

（「重点化の必要性」の欄の◎印は特に重要度が高いものを示している） 

分類 ニーズ 現状 ギャップ（問題・課題）具体的な取り組み

重点

化の

必要

性 

重点化の視点（留意事項）

1.水循環

変動要素

の正確な

把握 

2.水循環

変動の総

合的理解 

3.水循環

変動の予

測精度向

上 

4.水循環

変動の影

響評価と

望ましい

水管理 

(1)観

測，ﾓﾃﾞ

ﾙ・予

測，影

響評

価，対

策ｼﾅﾘｵ

策定・

技術開

発，お

よびﾃﾞ

ｰﾀｼｽﾃﾑ

の一貫

した共

同研

究，技

術開

発，定

常運用

を企

画，調

整，運

営，評

価する

持続的

な体制

が必要 

○個別機関で進められてい

た観測，ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ，影響評価，

対策技術ｼﾅﾘｵが地球水循環

変動研究イニシャティブの

もとで統合的な検討が進め

られている 

○既存のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの情報

交換，協力体制の確立が

主であり，わが国として

の一貫した施策の展開

となっていない 

○地球規模水循環

観測，ﾓﾃﾞﾙ・予測，

影響評価，対策ｼﾅﾘ

ｵ策定・技術開発，

およびﾃﾞｰﾀｼｽﾃﾑの

企画・運営・評価

の推進組織の設置

◎ 

○国際協力の推進○地球

規模水循環観測の実施お

よびﾃﾞｰﾀｼｽﾃﾑの企画と構

築 

○実施・達成状況の評価

を基に運営の方向性の検

当 

2.水循環

変動の総

合的理解 

3.水循環

変動の予

測精度向

上 

(1)ｱｼﾞ

ｱ・ｵｰｽﾄ

ﾗﾘｱﾓﾝｽ

ｰﾝとそ

の水循

環変動

観測 

○GAME,CEOPなどによるｱｼﾞ

ｱ地域での国際協力,連携の

基礎はできた 

○GAME/SCSMEXなどによる

単年度の強化観測ﾃﾞｰﾀはｱｰ

ｶｲﾌﾞ済み 

○CEOP/CAMPなどによるｱｼﾞ

ｱ地域のｽﾊﾟｰｻｲﾄは 14地点

で実施中 

○赤道西部太平洋と一部ｲﾝ

ﾄﾞ洋でのTAO/TRITON観測

網実施中 

○TRMM衛星,METEOSAT衛星

による雲・降水観測は実施

中 

○東ｱｼﾞｱ,東南ｱｼﾞｱの一部

で気象ﾚｰﾀﾞによる観測は実

施中 

○ｽﾏﾄﾗ,ﾊﾟﾗｵ,ﾀｲで高層気

象,GPS水蒸気量,水同位体

の観測を実施中 

○太平洋ENSOに伴う年々

変動は定性的に理解されて

いる 

○海洋大陸と南,東南ｱ

ｼﾞｱの一部地域の国との

協力,連携が弱い 

○ｲﾝﾄﾞ洋と海洋大陸に

は大きな観測的空白域

が存在し，全球気候予測

精度を下げる大きな要

因 

○海面,陸面での熱・水

収支,雲降水ｼｽﾃﾑの年々

変動の実態解明のため

の長期観測体制が弱い

○気象ﾚｰﾀﾞ観測網が非

常に不十分で，ｳｲﾝﾄﾞﾌﾟﾛ

ﾌｧｲﾗｰ観測網も存在しな

い 

○包括的な観測ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ

ｰはない 

○二百年近くの雨量観

測があるのに収集・ﾃﾞｼﾞ

ﾀﾙ化されていない 

○降雨実況解析や領域

客観解析なし 

○観測空白域のため全

球気候予測精度を下げ

る大きな要因 

○ｱｼﾞｱ・ｵｰｽﾄﾗﾘｱﾓﾝ

ｽｰﾝ全域での観測

協力・連携体制の

構築が必要．特に，

加熱と対流活動の

中心であるﾁﾍﾞｯﾄ

高原からｲﾝﾄﾞｼﾅ半

島，南ｼﾅ海，ｲﾝﾄﾞﾈ

ｼｱ海洋大陸を含む

ｲﾝﾄﾞ洋・西部熱帯

太平洋の暖水ﾌﾟｰﾙ

全体でのﾌﾟﾛｾｽが

重要 

○ｽﾊﾟｰｻｲﾄをﾉｰﾄﾞ

とする,気象ﾚｰ

ﾀﾞ・ｳｲﾝﾄﾞﾌﾟﾛﾌｧｲﾗｰ

観測網の建設が必

要 

○ｱｼﾞｱ地域ﾚｰﾀﾞ拠

点観測と既存ﾚｰﾀﾞ

ﾃﾞｰﾀの有効利用が

鍵 

○ｲﾝﾄﾞ洋ﾌﾞｲ網の

建設が必要 

○自動気象観測

網,ﾃﾞｰﾀ伝送網の

建設が必要 

◎ 

○WMO/WCRP/IHPなどの国

際ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる研究観

測のﾘｰﾄﾞ体制が重要 

○各国の現業・研究機関

および大学との連携・協

力体制の構築 

○発展途上国での観測お

よび研究体制構築のため

の能力開発が不可欠 

○観測ﾃﾞｰﾀの共有と公開

を促進するﾃﾞｰﾀｼｽﾃﾑの共

有化が不可欠 

○衛星観測と地上（海上）

観測の一体化体制 

○雲集団,日周期,季節内

変動と季節・経年変動と

の相互作用の解明 

○観測→ﾃﾞｰﾀ伝送・集

積・解析→ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞの連

携・協力が必要 
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○TRMM後継機（GPM

など）,GMS後継機

の早期実現が重要

○CEOPなどの経

験,蓄積を生かし

たﾃﾞｰﾀの共通化,

共有化が重要 

○ﾚｰﾀﾞﾒﾀﾞｽ解析,

領域客観解析の実

用化が必要 

○ｱｼﾞｱ地域気候・

水循環観測ﾃﾞｰﾀｾﾝ

ﾀｰの設立が必要 

1.水循環

変動要素

の正確な

把握 

(2)降

水の全

球規模

高頻度

観測 

○地上雨量計観測（全球約

10000点） 

○地上ﾚｰﾀﾞ観測○静止気象

衛星による観測 

○衛星ﾚｰﾀﾞ観測（TRMM/PR）

米国，日本の協力による

TRMM/PRの降水の3次元分

布，ﾏｲｸﾛ波放射計観測の実

績がある 

○衛星ﾏｲｸﾛ波放射計観測

（DMSP-13,14,15/ SSMI, 

DMSP-16/SSMIS, TRMM/TMI, 

Aqua/AMSR-E） 

○発展途上国では地上

雨量計観測ﾃﾞｰﾀのﾘｱﾙﾀｲ

ﾑ収集が進んでいない国

際交換されている地上

雨量計観測は日降水量

であるほかに,分布が陸

上の北半球に偏ってい

る,空間代表性が低い,

測定ﾊﾞｲｱｽが考慮されて

いないなどの問題もあ

る 

○地上ﾚｰﾀﾞ観測はほと

んど国際交換されてい

ない 

○高緯度地方に対する

衛星観測がない 

○変動の激しく，観測頻

度が不十分，少なくとも

3時間ごとの全球観測が

必要 

○局地的な水資源の問

題に対処するには分解

能(時間,空間)が不十分

○衛星による観測はそ

の均質なﾃﾞｰﾀの蓄積期

間が十分でなく気候変

動に伴う水循環変動の

実態を把握できない 

○衛星による全球

降水観測計画

（GPM）による3時

間毎全球降水の観

測の実現 

○GPM主衛星搭載

用二周波降水ﾚｰﾀﾞ

(DPR)の開発 

○DPRおよび衛星

搭載ﾏｲｸﾛ波放射計

ﾃﾞｰﾀを用いた降水

強度推定ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ

の改良研究 

○熱帯降雨観測衛

星(TRMM)搭載降雨

ﾚｰﾀﾞ(PR)の長期運

用 

○TRMM/PRおよび

衛星搭載ﾏｲｸﾛ波放

射計を用いた降水

強度および降水の

3次元構造推定方

法の改善 

◎ 

○衛星を用いた降水の全

球観測の高精度化と高頻

度化 

○衛星のﾃﾞｰﾀを用いた降

水分布推定値の実利用化

○雲・降水の3次元観測

はﾓﾃﾞﾙ検証やﾌﾟﾛｾｽ研究

には重要であるが,気象

予測への効果の観点から

いえば,現状では地上降

水ﾃﾞｰﾀより優先度が落ち

る 

○ 衛星ﾏｲｸﾛ波ﾃﾞｰﾀは,降

水量までﾘﾄﾘｰﾌﾞせずに輝

度温度ﾃﾞｰﾀを直接同化す

るのが将来性ある方向な

ので,ﾏｲｸﾛ波による水蒸

気・雲水量鉛直積算量観

測と一体と見なすべきで

ある 

○我が国は衛星搭載降雨

ﾚｰﾀﾞの最先進国 

○地上検証ﾃﾞｰﾀや解析ﾃﾞ

ｰﾀとの整合性 

○長期にわたるﾃﾞｰﾀの蓄

積 

1.水循環

変動要素

の正確な

把握 

(3)土

壌水分

の全球

規模観

測 

○わが国はﾏｲｸﾛ波放射計，

合成開口ﾚｰﾀﾞによる観測実

績がある 

○欧州，米国でL ﾊﾞﾝﾄﾞﾏｲｸ

ﾛ波放射計の打ち上げ計画

がある 

○土壌水分量の空間的

に均質な全球の観測が

ない 

○森林帯や土壌ﾀｲﾌﾟに

より衛星観測精度が低

下 

○定量的な衛星観測は

始まったばかり 

○ADEOS-II/AMSR,

米国Aqua/AMSR-E

ﾃﾞｰﾀを用いたｱﾙｺﾞ

ﾘｽﾞﾑの検証，改良

○全球1日1回10

km分解能の観測ﾌﾟ

ﾛﾀﾞｸﾂの作成 

○ALOS/PALSARを

用いた高分解能土

壌水分ﾃﾞｰﾀの作成

◎ 

○わが国が開発した「み

どり2」搭載のAMSR,米国

Aquaに搭載のAMSR-Eは

土壌水分ｾﾝｻとして現段

階で最先端のｾﾝｻ 

○わが国が開発した「ふ

よう」搭載のJSARは初め

ての継続観測を実現した

土壌水分観測に適したL

ﾊﾞﾝﾄﾞ合成開口ﾚｰﾀﾞ 

○地上検証ﾃﾞｰﾀ，解析ﾃﾞｰ

ﾀ，季節予報ﾓﾃﾞﾙとの整合

性 

○長期にわたるﾃﾞｰﾀの蓄

積 
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1.水循環

変動要素

の正確な

把握 

(4)積

雪の全

球規模

観測 

○北半球の衛星（SSMI)によ

る月平均積雪日数 

○北半球の月平均地点積雪

日数 

○世界各国による地点積雪

量観測 

○雪質の空間的な多様

性を反映した全球観測

がない 

○地点積雪量観測ﾃﾞｰﾀ

の品質にﾊﾞﾗﾂｷが多い 

○全球1日1回10

kmの分解能の観測

ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂの作成 

 

○地上検証ﾃﾞｰﾀや解析ﾃﾞ

ｰﾀとの整合性 

○長期にわたるﾃﾞｰﾀの蓄

積 

1.水循環

変動要素

の正確な

把握 

(5)水

蒸気の

全球規

模高頻

度観測 

○ﾗｼﾞｵｿﾞﾝﾃﾞ観測（全球約

600点,世界時0時と12時） 

○ﾗｼﾞｵｿﾞﾝﾃﾞ観測は,鉛

直解像度が高いが,南半

球や海上では観測点が

ほとんどない時空間代

表性が低い地域によっ

ては無視できないﾊﾞｲｱｽ

がある 

○衛星ﾏｲｸﾛ波放射計観測

（DMSP-13, 14, 15/SSMI, 

DMSP-16/SSMIS, TRMM/TMI, 

Aqua/AMSR-E） 

○衛星ﾏｲｸﾛ波ｻｳﾝﾀﾞ観測

（NOAA-15,16,17/AMSU-B） 

○衛星赤外ｻｳﾝﾀﾞ観測

（NOAA-15,16,17/HIRS,Aqu

a/AIRS,GOES-10,11,12/Sou

nder：静止衛星） 

○衛星赤外ｲﾒｰｼﾞｬ観測

(GOES/Imager, 

Meteosat/MVIRI, Terra, 

Aqua/MODIS) 

○GPS地上観測（米国約200

点,欧州約100点） 

○陸上下層の衛星ﾃﾞｰﾀ

のﾘﾄﾘｰﾊﾞﾙが困難 

○衛星ﾘﾄﾘｰﾊﾞﾙの鉛直解

像度が低いこと 

○衛星ﾏｲｸﾛ波放射計観

測は海上のみで,鉛直積

算量の観測 

○衛星ｻｳﾝﾀﾞ観測は海上

または対流圏中上層の

みで,鉛直解像度が低い

○衛星赤外観測は雲の

影響を大きく受ける 

○GPS地上観測は陸上の

みで,鉛直積算量の観測

現状では準ﾘｱﾙﾀｲﾑｽの国

際交換がされていない

（欧州GPS可降水量ﾃﾞｰﾀ

については近々GTS配信

が開始される見込み）

○ﾗｼﾞｵｿﾞﾝﾃﾞ観測

技術向上のための

国際援助 

○航空機自動観測

測器への湿度ｾﾝｻ

の追加 

○GPS地上観測網

の展開と,準ﾘｱﾙﾀｲ

ﾑｽ国際交換の推進

○衛星搭載次世代

ｻｳﾝﾀﾞ（数千ﾁｬﾝﾈﾙ）

の気象予報への効

率的同化法の開発

○海上に加え陸上

での1日4回10km

分解能の観測ﾌﾟﾛ

ﾀﾞｸﾂの作成 

○ 

○大気中の水循環のもっ

とも基本的なﾃﾞｰﾀである

だけでなく,気象予測の

観点からは相変化の結果

である降水量ﾃﾞｰﾀよりも

重要である 

○高度なﾃﾞｰﾀ同化法と高

精度の数値ﾓﾃﾞﾙの採用に

よって,風の観測ﾃﾞｰﾀか

ら水蒸気の情報をある程

度抽出することも可能な

ので,風など他の気象要

素の高解像度観測の充実

も有効である 

○衛星ﾃﾞｰﾀから陸上の水

蒸気の情報を抽出するた

めには,陸面ﾃﾞｰﾀ同化の

開発の進展に期待すると

ころが大きい 

1.水循環

変動要素

の正確な

把握 

(7)雲

の全球

規模観

測 

○衛星の可視及び赤外放射

計を用いてほぼ全球の雲の

水平分布が高頻度(最低1

時間に1回程度)得られて

いる 

○地球温暖化に伴う降水の

変化を正確にﾓﾃﾞﾙに反映さ

せるためには,雲の3次元

分布の現状を知りその分布

を決定する機構を解明する

必要がある 

○2005年にNASA/JPLは

CloudSat衛星を打上げ,雲

のﾚｰﾀﾞ観測実験を行う予定 

○日本は欧州と協力して

EarthCARE ﾐｯｼｮﾝを計画中 

○雲の3次元分布は得ら

れていない 

○雲の3次元分布が十分

には把握されていず,そ

のため降水変化を良い

精度では予測できない

○ﾚｰﾀﾞとﾗｲﾀﾞｰに

よる雲の同時観測

を実現し,雲粒の

粒形推定を含めた

より詳しい雲の3

次元構造を観測 

 

○雲の生成消滅とそのﾌｨ

ｰﾄﾞﾊﾞｯｸを考慮した水循

環機構の理解の深化 

2.水循環

変動の総

合的理解 

(7)ﾕｰﾗ

ｼｱ高緯

度大陸

域水循

環観測 

○温暖化に伴い水循環変動

が起こるが,北ﾕｰﾗｼｱでは雪

氷・植生変動がこれに大き

く影響する 

○いくつかの個別計画で北

ﾕｰﾗｼｱ地域での水循環の観

測研究が行われている 

○東ｼﾍﾞﾘｱの 2箇所で,直

接,水循環を対象とした観

測研究が行われている（ﾛｼ

ｱ域：GAME-Siberia, 観測

F, CREST(名古屋大学)） 

○地表下の凍土の状態,

水分量・雪氷量の現状・

変化が未解明 

○蒸発等にかかわる植

生機能の生理特性が十

分には解明されていな

い 

○積雪水量分布の把握

ができていない,長期変

化がわかっていない（積

雪面積は比較的精度良

くわかっている） 

○寒冷圏水循環各

種要素（水の安定

同位体を含む）に

ついての面的多点

観測ﾈｯﾄﾜｰｸが必要

○ﾓﾃﾞﾙ改善のため

ﾌﾟﾛｾｽ研究に関す

るｽｰﾊﾟｰｽﾃｰｼｮﾝに

類する集中観測領

域が気候帯・地表

面状態別に数箇所

必要 

○ 

○WMO/WCRP/IHPなどの国

際ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる研究観

測のﾘｰﾄﾞ体制が重要 

○寒冷圏研究については

WCRP/CliC, WCRP/CEOPに

よる推進体制をもとに実

施するのが重要 

○WCRP/CliCの重要研究

課題の一つとなっている

○各国の現業・研究機関

および大学との連携・協

力体制の構築 
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○ｼﾍﾞﾘｱ南方ﾓﾝｺﾞﾙ域 2箇所

で,直接,水循環を対象とし

た観測研究が実施されてい

る（ﾓﾝｺﾞﾙ域:CREST(筑波

大）, 観測F) 

○環境変動,衛星検証研究

の一部として水循環に関係

した観測研究が行われてい

る（ﾛｼｱ域：CRESTなど（北

大）,極地研,JAXA関係） 

○上記のうち,観測F以外

は,集中観測に基づく短期

的な観測研究である 

○高緯度降水量につい

ての良質のﾃﾞｰﾀｾｯﾄが構

築されていない 

○水循環変動に関わる

要素についての長期的ﾓ

ﾆﾀﾘﾝｸﾞ体制が確立して

いない 

○北ﾕｰﾗｼｱは,当該国の

経済事情により,観測研

究を発展させるのが困

難 

○IPYを中心とし

た国際協力同時観

測 

○降水衛星(GPM)

が高緯度までｶﾊﾞｰ

できるようにする

ことが必要 

○過去の降水ﾃﾞｰﾀ

についての高精度

化の作業が必要 

○発展途上国での観測及

び研究体制構築のための

能力開発が不可欠 

○観測ﾃﾞｰﾀの共有と公開

を促進するﾃﾞｰﾀｼｽﾃﾑの共

有化が不可欠 

○日本がイニシャティブ

をとり,当該国との協力

観測体制を確立すること

が肝要 

○ﾃﾞｰﾀ管理の一元化が重

要 

○衛星観測と地上観測の

一体化体制 

○国内において長期的に

安定して観測を実施でき

る組織作り,拠点が必要

○「地球温暖化」の課題

としても関係する 

2.水循環

変動の総

合的理解 

(8)ﾕｰﾗ

ｼｱ高山

域の水

環境観

測 

○短期しかも部分的な実験

的研究が,高山岳域に関連

調査が短期的に行なわれて

いる（ﾈﾊﾟｰﾙ・ﾌﾞｰﾀﾝﾋﾏﾗﾔ山

岳域：名大,ｱﾙﾀｲ山岳域：極

地研・観測Ｆ,東ｼﾍﾞﾘｱ：北

見工大） 

○大陸上の水源域であるに

もかかわらず高山域におけ

る水循環の定常的観測点・

長期的実験観測点は皆無に

等しい 

○中国は国内に数地点の高

山域観測点を持つ 

○観測点が皆無に等し

い,あるいは行われてい

る場合でも小規模計画

のもとで行われている

ため総合性,継続性がな

い 

○水循環変動性を把握

するのに必要な要素を

すべて測定しているわ

けではない 

○ﾕｰﾗｼｱ高山岳域

における水循環要

素についての地上

観測ﾈｯﾄﾜｰｸが気候

帯 

○山岳域別に5-10

箇所必要 

○高山域に特徴的

な氷河・山岳凍土

の変動状況に関す

る長期ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ,ま

た気候変動に伴う

変動性の把握が必

要 

 

○WMO/WCRP/IHPなどの国

際ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる研究観

測のﾘｰﾄﾞ体制が重要 

○氷河・凍土関連部分は

WCRP/CliCの重要課題と

されている 

○各国の現業・研究機関

および大学との連携・協

力体制の構築 

○発展途上国での観測お

よび研究体制構築のため

の能力開発が不可欠特に

水資源における高山域の

役割が重要となる半乾

燥・乾燥,寒冷域が対象

○観測ﾃﾞｰﾀの共有と公開

を促進するﾃﾞｰﾀｼｽﾃﾑの共

有化が不可欠 

○衛星観測と地上観測の

一体化体制 

○国内において長期的に

安定して観測を実施でき

る組織作り,拠点が必要

○「地球温暖化」の課題

としても関係する 

2.水循環

変動の総

合的理解 

(9)ｱｼﾞ

ｱ域に

おける

代表地

点での

統合

的，集

中的な

水循環

過程の

拠点観

測 

○各国の業務としての気象

観測 

○我が国ではｳｲﾝﾄﾞﾌﾟﾛﾌｧｲﾗ

の現業ﾈｯﾄﾜｰｸが作られてい

る 

○放射はWMO-BSRN（地表面

放射観測ﾈｯﾄﾜｰｸ）観測が世

界で実施中 

○GEWEX-CEOPとして世界

36ケ所,ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ 14ケ

所で大気ﾌﾗｯｸｽ,気温,湿度,

降水量,気圧,地温を地上数

mから深度約百cmまで測定

する研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが進行中 

○水循環要素を総合的

に計測する測定項目と

方法が統一されていな

い 

○ﾃﾞｰﾀﾌｫｰﾏｯﾄが完全に

統一されておらず観測

ﾃﾞｰﾀの国際的な共有化

は達成されていない 

○水文・気象の現業観測

と研究用の集中観測が

うまく組み合わせられ

ていない 

○観測ﾃﾞｰﾀのｵﾝﾗｲﾝ収集

と品質管理体制が不十

分 

○地上観測と衛星観測

○ｱｼﾞｱ域水循環ｽｰ

ﾊﾟｰｻｲﾄﾈｯﾄﾜｰｸの構

築 

○ｱｼﾞｱ域における

水文・気象現業観

測ﾃﾞｰﾀ共有に関す

る連携強化 

○経済性に優れた

多点観測ｼｽﾃﾑの開

発し，ｱｼﾞｱ域水循

環ｽﾊﾟｰｻｲﾄや現業

観測高度化拠点を

中心に展開 

◎ 

○ｱｼﾞｱ各国，地域が協力

して，地域や対象を相互

に分担して担当し，より

総合的なｼｽﾃﾑを階層的に

構築 

○現業機関と研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ

の協力関係の構築 

○衛星観測，ﾓﾃﾞﾙ開発，

予測精度向上の技術開発

と連携 

○我が国の持つ技術や地

域特性における強みを生

かし，我が国の独自性を

確保する 
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とを組み合わせた運用

が不十分 

○ｳｲﾝﾄﾞﾌﾟﾛﾌｧｲﾗ，ﾗｲﾀﾞｰ，

ﾚｰﾀﾞ，ﾌﾗｯｸｽ観測など，

高度集中的な観測が実

施されないため，水循環

の物理的理解，ﾓﾃﾞﾙ検証

に限界がある 

○短波,長波別測定の実

施と東ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱの測

定点が不十分 

○途上国での観測ﾓﾆﾀﾘﾝ

ｸﾞ技術の欠如 

1.水循環

変動要素

の正確な

把握 

(10)ｱ

ｼﾞｱ域

での降

水の集

中観測 

○ｱｼﾞｱ全域をｶﾊﾞｰしていな

い 

○観測頻度がまちまち 

○ﾃﾞｰﾀが系統的にｱｰｶｲﾌﾞさ

れていない 

○ﾃﾞｰﾀの価値に対する

各国担当者の理解 

○国際協力による

既設ﾚｰﾀﾞのﾙｰﾁﾝ観

測ﾈｯﾄﾜｰｸの構築 

○国際協力による

ﾃﾞｰﾀ集録・配信の

統一 

 

○予測・理解のための基

本的ﾃﾞｰﾀであるという認

識が必要 

1.水循環

変動要素

の正確な

把握 

(11)ｱ

ｼﾞｱ域

での系

統的な

水蒸気

の地上

観測 

○我が国の他は主として研

究用サイトであり，現業的

利用は困難 

○大気中の水蒸気量の直接

的把握が可能ト 

○広域ﾈｯﾄﾜｰｸの形成に

受信機のｺｽﾄが高く，受

信方式の統一が図られ

ていない 

○国際協力による

GPS ﾈｯﾄﾜｰｸによるﾙ

ｰﾁﾝ観測の構築 

○受信機・ｱﾝﾃﾅ・

ﾃﾞｰﾀ配信方式およ

び解析手法の基準

化と集中解析ｾﾝﾀｰ

の設置 

 

○測地観測と水循環観測

の協力 

○実験研究ｻｲﾄの現業的

運営 

1.水循環

変動要素

の正確な

把握 

(12)ｱ

ｼﾞｱ域

の降

水・水

蒸気の

同位体

比の高

頻度観

測 

○IAEA/WMOも GNIPGlobal 

Network of Isotope 

Precipitationの 114地点

での降水の月ﾚﾍﾞﾙ測定 

○個人研究者ﾚﾍﾞﾙの単発的

な研究 

○ｱｼﾞｱでの測定点が少

ない（特に,ｼﾍﾞﾘｱ,ﾓﾝｺﾞ

ﾙ,中国西部,西太平洋の

諸国,ｵｰｽﾄﾗﾘｱ） 

○月ﾚﾍﾞﾙの降水測定の

み 

○分析技術の簡素化,迅

速化,ﾙｰﾁﾝ化 

○東ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱの

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾈｯﾄﾜｰｸ化

への試み 

○途上国での観測

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ技術者の

養成 

 

○大陸内水循環研究のた

めには,水蒸気から地下

水までの陸水の同位体比

測定は重要 

○同位体比のﾏﾙﾁﾄﾚｻｰ特

性利用による気団経路解

析や気象数値ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝへ

の適用 

2.水循環

変動の総

合的理解 

(13)ｱ

ｼﾞｱ域

での系

統的な

気象・

水文の

毎時自

動観測

と植生

調査 

○CEOPにて世界36ケ所，

ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ 14ケ所で自動

気象・水文観測を実施中 

○地下水に関しては各国が

業務ﾚﾍﾞﾙで測定を実施中 

○河川に関して，ﾕﾈｽｺ IHP

の AP-FRIENDでｱｼﾞｱの主要

河川の量的ｶﾀﾛｸﾞ製作中 

○ｱｼﾞｱにおけるﾙｰﾁﾝ観

測では毎時ﾃﾞｰﾀが取得

できないところが多い

○土壌水分測定点が少

ない（特にｼﾍﾞﾘｱ,ﾓﾝｺﾞﾙ,

中国北部と西部および

東南ｱｼﾞｱ） 

○東ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱの地下

水ﾃﾞｰﾀ情報の不足 

○研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで設置

された装置の長期維持

が困難 

○ﾃﾞｰﾀﾌｫｰﾏｯﾄの統一さ

れていない 

○途上国での観測ﾓﾆﾀﾘﾝ

ｸﾞ技術の欠如 

○日本側の観測研究者

不足 

○省力化された連

続毎時観測ｼｽﾃﾑの

開発による，全天

日射・正味放射・

風向・風速・気温・

湿度・気圧・地中

温度・土壌水分・

降水量・積雪深・

植生の観測体制の

確立 

○東ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱの

水文情報の総合収

集とﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化 

○稼動中のAMSR-E

および打ち上げ予

定のALOS-PALSAR

による土壌水分ﾃﾞ

ｰﾀの有効利用 

 ○NOAA, AVNIR-2

の地表面植生ﾓﾆﾀﾘ

ﾝｸﾞ 

○途上国での観測

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ技術者の

養成 

○ 

○研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで設置さ

れた装置の長期維持体制

の確立 

○無電源ｻｲﾄでも対応で

きる観測装置の必要性 

○衛星（AMSR-EやPALSAR）

と地上土壌水分測定ｼｽﾃﾑ

の相互利用が重要 

○国際河川流域での総合

的水文ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞが重要 

○東ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱの総合水

文ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞが重要 

○国際協力による途上国

での観測ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ高度技

術者および管理者の養成

が重要 
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1.水循環

変動要素

の正確な

把握 

(14)ｱ

ｼﾞｱ域

での高

層気象

観測の

再構築 

○WMO活動として業務ﾚﾍﾞﾙ

の測定 

○途上国では測定点が

少なく，測定回数も少な

い 

○技術および技術者の

欠如 

○東ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱの

ｽ-ﾊﾟｰｻｲﾄを含んだ

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾈｯﾄﾜｰｸの

質・量的な充実 

○途上国での観測

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ技術者の

養成 

 

○ｽｰﾊﾟｰｻｲﾄへのﾚｰﾀﾞ等の

新観測技術の導入 

○途上国での観測技術者

の養成 

2.水循環

変動の総

合的理解 

(15)南

極氷床

域の水

循環観

測 

○定常的に南極地域観測調

査隊が派遣され,各種分野

の観測が行われている（極

地研） 

○雪氷や気象気候分野では

氷床上の気象現象・氷床の

ﾀﾞｲﾅﾐｯｸｽなどの研究が過去

に行われたが,近年は古環

境復元の研究が中心であっ

た 

○昭和基地,ﾄﾞｰﾑ基地な

どの定常的観測点では

水循環に関する基本観

測を行っているが,氷床

全体を評価する観測体

制は構築されていない

○水循環について氷床

全体ないし地域的な評

価を行うことがﾃﾞｰﾀ不

足のためできない 

○これまで氷床域の水

収支を評価することの

できる水循環の視点に

立ったｼｽﾃﾏﾃｲｯｸな観測

研究が不足していた 

○ﾓﾃﾞﾙ構築・検証を意識

した観測研究が不足し

ていた 

○国際的観測協力によ

る観測研究,総合的ﾃﾞｰﾀ

ｾｯﾄ構築が不足していた

○南極観測につい

て,水循環・海水面

変動の視点での観

測研究のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

化 

○水循環集中観測

の多点観測ﾈｯﾄﾜｰｸ

の構築 

○ﾓﾃﾞﾙ構築・検証

を意識した観測体

制の構築 

○IPYを中心とし

た国際協力同時観

測 

 

○WCRP/CliC（雪氷圏と気

候）研究計画が立ち上げ

られようとし,またIGY50

年を期した第4回極年

（IPY-4; 2007/08年）が

企画されている時期に,

これら研究を推進するこ

とは時宜にかなった課題

である 

○CliC計画の重要課題と

されている 

○観測ﾃﾞｰﾀの共有と公開

を促進するﾃﾞｰﾀｼｽﾃﾑの共

有化が不可欠 

○衛星観測と地上（海上）

観測の一体化体制 

○「地球温暖化」の課題

としても関係する 

1.水循環

変動要素

の正確な

把握 

(16)水

循環観

測に適

する衛

星ｾﾝｻ

開発の

研究の

推進 

○信頼できる土壌水分のﾘﾓ

ｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞによる計測法は得

られていない低周波のﾏｲｸﾛ

波放射計を用いた計測法の

研究がなされている 

○TRMMの PRを用いた推定

法が提案されている 

○低周波のﾏｲｸﾛ波放射

計で土壌水分の推定が

可能といわれているが,

実際には人口(妨害)電

波等の影響もあり,現在

までのところあまり良

い結果は得られていな

い 

○精度などで実用には

役立たない研究ﾚﾍﾞﾙの

段階である 

○現実的な環境で

の土壌水分とﾏｲｸﾛ

波放射強度および

散乱特性との関係

の基礎ﾃﾞｰﾀの取得

◎ 

○現実的な環境での土壌

水分とﾏｲｸﾛ波放射強度お

よび散乱特性との関係の

解明 

2.水循環

変動の総

合的理解

3.水循環

変動の予

測精度向

上 

4.水循環

変動の影

響評価と

望ましい

水管理 

(1)水

循環観

測ﾃﾞｰﾀ

の統合

的利用

ｼｽﾃﾑの

開発と

国際的

共有ｼｽ

ﾃﾑの構

築 

○東ｱｼﾞｱ，東南ｱｼﾞｱ規模，

地球規模の実験的なﾃﾞｰﾀｱｰ

ｶｲﾌﾞ，公開（GAME，CAMP）

の経験，実績 

○気象の現業観測は，観測

の標準化，ﾃﾞｰﾀ収集，品質

管理，統一ﾌｫｰﾏｯﾄ化，ｱｰｶｲ

ﾌﾞ，公開方法などが国際的

枠組みの下に合意され，実

行 

○地上観測，衛星観測，気

象現業ﾓﾃﾞﾙの統合化研究

(CEOP)の実施 

○時空間的な観測空白

域の存在 

○衛星による統合化さ

れた地球規模水循環情

報が提供されていない

○地上観測，衛星観測，

気象現業観測ﾃﾞｰﾀ，ﾓﾃﾞﾙ

出力の継続的な統合化ｼ

ｽﾃﾑが未整備 

○観測ﾃﾞｰﾀの流通性，公

開性，利便性の向上と高

度化を目的とするﾃﾞｰﾀ

統合化ｼｽﾃﾑの開発と継

続的運用が未整備 

○社会的に有用で詳細

な情報への翻訳するｼｽﾃ

ﾑ，その出力を国際的に

共有するｼｽﾃﾑが未開発

○全地球を対象と

して，大量ﾃﾞｰﾀの

統合的利用のため

のｱｰｶｲﾌﾞ，統合化

ﾂｰﾙ，ﾕｰｻﾞｰｲﾝﾀｰﾌｪ

ｽ，高度計算機能と

のリンク機能を備

えた「集中型ﾃﾞｰﾀ

統融合ｾﾝﾀｰ」を設

立 

○ﾈｯﾄﾜｰｸでﾃﾞｰﾀの

統合的利用を実現

する「分散型ﾃﾞｰﾀ

統合ｾﾝﾀｰ機能」を

確立 

○東ｱｼﾞｱ，東南ｱｼﾞ

ｱ域での水管理ｼｽﾃ

ﾑの開発 

○生態系保全と国

土保全のためのｸﾞ

ﾘｰﾝﾃﾞｰﾀ情報ｼｽﾃﾑ

◎ 

○複数の国，地域が協力

して，地域や対象を相互

に分担して担当し，より

総合的なｼｽﾃﾑを階層的に

構築 

○現業機関と研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ

の協力関係の構築 

○国際的な基準(例えば

ISOTC211など)を基にｼｽﾃ

ﾑを構築するとともに，ﾌﾟ

ﾛﾄﾀｲﾌﾟの実績を基に国際

基準の構築へ貢献 

○我が国の持つ技術の強

みを生かし，我が国の独

自性を確保する 



 38

の開発 

○作物栽培管理に

おける水循環情報

ｼｽﾃﾑの開発 

4.水循環

変動の影

響評価と

望ましい

水管理 

(2)水

循環ﾃﾞ

ｰﾀから

河川・

水管理

に有用

な情報

への翻

訳と水

循環変

動の影

響把握

ｼｽﾃﾑの

開発 

○衛星観測の水管理実務へ

の利用,特に洪水,渇水など

の水管理の実務に対する適

用の場面が少ない 

○わが国の河川情報の公

開，流通は進んでいる 

○衛星ﾃﾞｰﾀの水管理指

標,河川流量，河川水位，

河川・湖沼水質，取水量，

潮位・波高への翻訳ｼｽﾃﾑ

が確立されていない東

南ｱｼﾞｱ諸国では遅れて

いる 

○衛星ﾃﾞｰﾀの水管

理指標への翻訳ｼｽ

ﾃﾑの確立に向けた

技術開発の推進 

○既往の水管理ｼｽ

ﾃﾑ,流出ﾓﾃﾞﾙ,降雨

予測ﾓﾃﾞﾙ，水質ﾓﾃﾞ

ﾙとの結合 

○ 

○衛星ﾃﾞｰﾀの水管理指標

への翻訳ｼｽﾃﾑの確立に向

けた技術開発の推進 

○既往の水管理ｼｽﾃﾑ,流

出ﾓﾃﾞﾙ,降雨予測ﾓﾃﾞﾙと

の結合 

2.水循環

変動の総

合的理解 

3.水循環

変動の予

測精度向

上 

(3)全

球ﾃﾞｰﾀ

同化に

よる全

球長期

再解析

の実施 

○大気中の水蒸気,土壌水

分,積雪量等のﾃﾞｰﾀを統合

するｼｽﾃﾑとして長期再解析

が日米欧により行われてい

る 

○日本においても

1979-2003年の長期再解

析を実施中だが水循環

ﾃﾞｰﾀの品質はﾃﾞｰﾀによ

り異なるまた長期再解

析の継続が不明 

○衛星を用いた観測ﾃﾞｰ

ﾀの一層の高度利用が必

要 

○長期再解析の高

度化（陸面過程,降

水過程）ならびに

一定期間毎の長期

再解析の再実行 

 

○ｱｼﾞｱのﾃﾞｰﾀを生かした

再解析が必要 

○再解析ﾃﾞｰﾀのﾕｰｻﾞと解

析者の密接な情報交換に

よる再解析手法の向上 

○長期的な降水量観測の

必要性 

2.水循環

変動の総

合的理解 

3.水循環

変動の予

測精度向

上 

(4)ｱｼﾞ

ｱ域で

のﾒｿｽｹ

ｰﾙﾃﾞｰﾀ

同化手

法の開

発 

○気象庁で予報業務の一環

として実施 

○衛星，ﾚｰﾀﾞ等で得られ

た観測ﾃﾞｰﾀの一層の高

度利用が必要 

○ﾒｿｽｹｰﾙのﾃﾞｰﾀ同

化手法の開発によ

る観測ﾃﾞｰﾀの高度

利用・現象の理解

と予測の向上 

 

○非静力学ﾓﾃﾞﾙによる再

解析手法の向上 

○ｱｼﾞｱのﾃﾞｰﾀを生かした

再解析が必要 

○地上観測ﾃﾞｰﾀのない地

域の推定雨量算出による

水管理の高度化 

1.水循環

変動要素

の正確な

把握 

(1)観

測技術

力育

成・国

際ﾌﾟﾛ

ｼﾞｪｸﾄ

管理・

推進能

力育成

の研修

ｾﾝﾀｰの

設立 

○東ｱｼﾞｱ，東南ｱｼﾞｱにおけ

る研究的集中観測（GAME，

CAMP）による人的ﾈｯﾄﾜｰｸ確

立の経験，実績 

○JICAやﾕﾈｽｺによる途上国

の気象や水文の研究者育成

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

○関連する国際的なﾌﾟﾛ

ｼﾞｪｸﾄを整合的に進めう

る推進戦略な不十分 

○関係各国の教育・研究

ｺﾐｭﾆﾃｨ，水文／気象現業

観測機関との有機的で

建設的な連携が不十分

○国際ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの主催

側の専任ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞ

ｬｰがいない 

○途上国の水循環研究

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑをﾌﾟﾛﾓｰﾄできる

研究者が不在 

○国内外の研究者や観

測技術者の観測技術力

を育成するとともに，国

際ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを管理し推

進する能力の向上を目

指す研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの開

発，提供が不十分 

○国政的調整，観測のﾏﾈ

ｰｼﾞﾒﾝﾄ，ﾃﾞｰﾀ収集と品質

管理，ﾃﾞｰﾀ統合化，ﾃﾞｰﾀ

から情報への翻訳のた

めの研究・技術開発・定

○国際研修ｾﾝﾀｰを

設立し，人材育成，

能力開発を推進 

○複数の国，地域

が協力して，地域

や対象を相互に分

担して担当し，よ

り総合的なｼｽﾃﾑを

階層的に構築 

○ 

○我が国の地域における

ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟを生かし，我が

国の独自性を確保する 

○各国および多国間の高

ﾚﾍﾞﾙの地球観測研究推進

○多岐にわたる国際ﾌﾟﾛ

ｼﾞｪｸﾄの連携・調整および

海外でのｽﾑｰｽﾞな研究遂

行のために専任ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ﾏﾈ-ｼﾞｬｰが不可欠 

○途上国の水循環研究の

向上と途上国での水循環

研究ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの立ち上げ

を目指す 
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常運用のための人的資

源の重点的投入が不十

分 

3.水循環

変動の予

測精度向

上 

(2)途

上国へ

の予報

手法の

技術移

転 

○JICAやWMOによる途上国

の気象や水文の研究者育成

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

 

○途上国への予報

手法の技術移転 

○途上国職員の研

修 

○共同研究を通し

た途上国の研究者

との共同研究 

 
○途上国に対する地球観

測ﾃﾞｰﾀの直接的な受益 

 


